
 
【壬生町土採取事業規制条例における手続きの流れ】 

条例第２条に規定される特定土採取事業を行う場合は条例に基づく申請及び町の許可が必要です。 

（条例第３条による適用除外を除く） 

 

１．特定土採取事業の許可を受けるまでの流れ 

１－１関係法令の確認等 

  

土採取事業を行う区域の調査等 関係機関との調整後に再検討 

又は 

事業実施不可 
制約等がある 

制約等がない 

盛土規制法の規制対象かの確認 

規制対象である 

栃木県へ相談・許可申請 

規制対象でない 

次ページの許可までの流れへ 



 

１－２許可までの流れ 

 

  

【許可（条例第８条）】 

【許可の基準（条例第 10 条）】 

・土採取計画等、必要な書類が揃っている

こと。 

・規則で定める設計基準に従うこと。 

・特定土採取場及び隣接者の同意が得られ

ており、同意を得たことを証明する書類を

添付すること。 

・災害又は事故が発生するおそれがないこ

と。 

・欠格事故に該当しないこと（廃掃法を主

とする欠格事項等） 

【申請の制限（条例第９条）】 

・許可の期間は１年を超えて申請できな

い。 

・延⾧する場合は、それぞれ１年を超えな

い範囲で２回まで、なおかつ当初と合わせ

て３年を超えない範囲とする。 

壬生町と周辺住民等の範囲についての協議 

条例第７条に基づく周辺住民等への周知 

条例第８条に基づく土地所有者及び隣接者

からの同意取得 

条例第８条に基づく許可申請を町に提出 

※事業着手の 30 日前までに 

条例第１０条に基づく許可基準に適合するかの審査 

・書類審査及び現地確認 

基準に適合 基準に不適合 

許可通知 不許可通知 

事業実施 

【周辺住民等の定義（条例第２条）】 

・特定土採取事業を実施する区域の境界か

ら 100ｍ以内の区域を活動区域に含む自治

会 

・特定土採取事業の搬出路の付近の住民等 

【周知方法（条例第８条）】 

①説明会 

②個別訪問による説明 

③文書の配布 

上記の①～③を組み合わせる方法 

・その他町⾧が適当と認める方法 

【周知方法・内容の報告】 

・周知内容等報告書を申請書類に添付 

事業実施不可 



 

２．特定土採取事業施工時の義務 

 

  【全ての許可事業者が行うもの】 

①着手届（条例第 14 条） 

⇒着手の当日までに届け出る。 

②標識の設置（条例第 21 条） 

⇒規則に定める書式で掲載する 

③帳簿への記載（条例第 22 条） 

⇒規則に定める特定土採取事業管理台帳を整備する。 

④書類の備付け及び閲覧（条例第 23 条） 

⇒条例及び規則で定める書類を備付け閲覧できるようにする。 

⑤完了届（条例第 19 条） 

⇒事業完了後遅滞なく届け出る。 

【変更許可を要するもの】（条例第 12 条） 

次の各号に該当する変更がある場合は着手日の 14 日前までに変更許可申請が必要です。 

①事業区域 

②採取する土の種類及び量並びに土を採取する期間 

③特定土採取事業の方法 

④特定土採取場による土砂の崩壊、流出等の防止のための方法及び施設に関する事項 

⑤特定土採取場の跡地の緑化計画及び環境保全に関する事項 

⑥その他町⾧が必要と認める事項 

【必要に応じて行うもの】 

下記の届出書及び申請書は届出事由が発生したら遅滞なく届出または申請する必要があります。 

①氏名等変更届書（条例第 12 条） 

②災害等の発生を防止するための措置の届出書（条例第 13 条） 

③停止・廃止の届出書（条例第 19 条） 

④譲受け許可申請書（条例第 24 条） 

⇒申請後、町の許可を持って承継すること。 

⑤地位承継届出書（条例第 25 条） 



 

３．特定土採取事業を終了した時の流れ 

 

 

 
事業を完了、廃止、停止したとき 許可の取り消しを受けた時 

特定土採取事業完了（廃止・停止）届出書の提出 

（条例第 19 条） 

特定土採取場の現場確認 

跡地の緑化及び生活環境の保全が許可された土採取計画に適合しているか 

壬生町の確認後、特定土採取事業場の跡地について、 

土砂の崩壊等による災害の発生を防止する必要があるか 

措置命令（条例第 20 条） 

措置命令（条例第 20 条） 

書類の備付け、閲覧および保存（条例第 23 条） 

※原則５年間 

計画に不適合 計画に適合 

発生防止の必要性有り 発生防止の必要性無し 

是正 

是正 


